合同会社の設立質問票

お客様の情報


お名前　　　　　　　　　　　　　　　　　
ご住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
TEL　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Ｑ１：会社名（＝商号といいます）をご記入下さい（合同会社という文言も含めて）
　　　※他社と類似した商号は、不正競争防止法による差止や損害賠償の対象となるおそれがあります。

Ｑ２：会社の本店所在地をご記入下さい（○番○号、○番地○など“－”ではない形で）
　　　※ビル（マンション）名を入れる場合には、ビル（マンション）名も正確にご記入ください。
　　　 ※会社設立後に本店を移転するには、５～１０万円程度の費用がかかります。

Ｑ３：会社の事業目的をご記入下さい
※大まかな内容でかまいません。当事務所で表現を修正いたします。
※会社設立後に事業目的を追加するには、５万円程度の費用がかかります。
　　　 ※目的数としては５～１０個位が一般的です。

Ｑ４：出資者（＝発起人といいます）をご記入下さい
※住所・氏名は、印鑑証明書の記載どおりにご記入下さい
　　　 ※ハイフン（－）で省略せず、○丁目○番○号のようにご記入下さい

Ｑ５：資本金の額をご記入ください
　　　 ※Ｑ４の出資金の合計額となります。
　　　 ※資本金が1,000万円未満の場合、設立第１期、第２期の消費税が免除されます。

Ｑ８：業務執行社員は誰が就きますか？またその選任方法は？
　　　出資者（＝社員）は、原則全員が業務執行権限を有します。

Ｑ８：代表社員は誰が就きますか？またその選任方法は？
　　　業務執行社員は、原則全員が代表権を有します。

Ｑ１０：役員の住所・氏名をご記入下さい
　　　　※出資者の中からお選び下さい。全員代表社員とする場合は、「全員」と記載ください。

Ｑ１４：公告方法は「官報」でよろしいですか
※公告は、減資や合併などの際に必要となります。
　　　　 ※官報以外には、日経新聞・自社ホームページなどがありますが、ほとんどの場合は官報を

選択されています。

Ｑ１５：決算期（＝事業年度といいます）をご記入下さい
        ※消費税免税の関係上、設立する月の直前の月を決算期にすることが多いです。

Ｑ１６：会社設立日の希望はありますか
        ※法務局に登記を申請する日（土日祝を除く）が、会社設立日となります。

Ｑ１７：その他、定款で定めることができる規定

※合同会社は法律とは異なる定めを定款で定めることができます。気になる事項があればチェックしてください。特にチェックがなくても合同会社の成立には影響しません。

ご回答ありがとうございました
内容を確認の上、折り返しご連絡いたします

いとう司法書士事務所

司法書士　伊藤　和雄
FAXでご送信ください。


FAX：０５２－３０８－３３５０





























１．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





２．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





３．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





４．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





５．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





６．上記各号に附帯関連する一切の業務








1.住　所　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　 　　　　　　　　





氏　名　　　　　　　　　　　　　 　 　　　出資金　　　　　　　　　　万円





2.住　所　　　　　　　　　　　　　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　





氏　名　　　　　　　　　　　　  　　　　　出資金　　　　　　　　　　万円





3.住　所　　　　　　　　　　　　　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　





氏　名　　　　　　　　　　　　  　　　　　出資金　　　　　　　　　　万円





4.住　所　　　　　　　　　　　　　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　





氏　名　　　　　　　　　　　　  　　　　　出資金　　　　　　　　　　万円














・　　　　　　　　　　万円











出資者全員


特定の出資者のみ











業務執行社員全員


特定の業務執行社員のみ　選任方法（　□定款で定める　□社員の互選　）











・代表社員の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





（生年月日　　　　　　年　　　月　　日）





・業務執行社員の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





・業務執行社員の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





・業務執行社員の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　














・はい　　　　　　　　　　　　・いいえ





⇒「いいえ」を選択された方のみ、公告方法をご記入ください





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に掲載してする








・毎年　　　　　　月末日とする








・　　　　　　月　　　　　　日　　　　　　・希望日なし








・定款の変更方法　　　□ 総社員の同意


□ 社員の過半数





・社員が死亡したとき　□ 持分（社員の資格）を相続人が相続させる


持分を相続させない


（一人社員のときは解散になります）





・業務執行社員の辞任（特定の出資者から選任したとき）


　□ 正当な事由がなければ、辞任することができない


上とは異なる定めにする





・業務執行社員の解任（特定の出資者から選任したとき）


□ 他の社員全員の一致


上とは異なる定めにする





・社員の退社事由　　　□ 総社員の同意、死亡、合併、破産、解散、後見開始審判、


除名の7つ（原則）


上記以外の事由も定める


　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）





・利益の配当を請求する方法その他の利益の配当に関する事項


定める


定めない





・損益分配の割合　　　□ 割合は各社員の出資の価額に応じて（原則）


上記とは異なる定めにする





・出資の払戻しを請求する方法その他の出資の払戻しに関する事項


定める


定めない





・会社の存続期間、解散事由　□ 定める　（　　　　　　　　　　　　　　　　）


定めない











